『令和5・6年度　競争入札参加資格審査申請要領』　
１．受付期間　　令和5年2月1日から令和5年2月28日まで
（土・日・祝祭日を除く）
２．受付時間　　午前9時00分から午後4時00分まで（昼12時から午後1時まで除く）
３．提出方法　　郵送提出のみ(宅配便等可、代理申請を行う場合を含む)　
　※ただし、町内業者（舟形町内に営業所等を有する事業所）は持参可
　　なお、事務室における窓口受付は行いませんので、受付票が必要なとき
は、別途、返信用封筒（住所、商号又は名称を記入し、郵送に必要な金
額分の切手を貼付）１部を持参してください。
※郵送提出は2月27日必着とします。（書類に不備がある場合は申請書を
受理しません。なお、軽微なものについては、2月27日までの間、補正
書類の提出が可能ですので、余裕をもって申請を行ってください。）
※封筒等に「入札参加資格審査申請書在中」と記入してください。また、
受付票が必要なときは、返信用封筒（住所、商号又は名称を記入し、郵
送に必要な金額分の切手を貼付）１部を同封してください。なお、申請
区分が複数の場合において、申請区分ごとに受付票が必要な時は、返信
用封筒を必要数同封すること。
４．有効期間　　令和5年4月1日から令和7年3月31日まで（２カ年）
※項番12に記載の場合には追加受付を行いますが、有効期間は有資格者名簿
登載日から令和7年3月31日までとします。
５．審査申請者の資格
(1)建設工事（建設業法第3条第1項ただし書に規定する軽微な建設工事を除く。）の請
負に係る競争入札参加の場合は、建設業法第3条第1項の規定による建設業の許可を
受けた者であること。また、建設業者については、法律の規定により義務付けられ
ている社会保険（雇用保険、健康保険及び厚生年金保険等）に加入していること。
(2)前号に掲げる競争入札以外の競争入札参加の場合は、１年以上引き続き業として当
該競争入札に付する契約に係る業務を営んでいる者であること。
(3)地方自治法施行令第１６７条の４（第１６７条の１１第１項において準用する場合
も含む。）の規定に該当しない者であること。
(4)地方自治法施行令第１６７条の４第２項の各号のいずれかに該当すると認められた
者にあっては、その事実があった後２年以上を経過した者であること。
(5)舟形町暴力団排除条例第２条第１号から第３号までに該当しない者であること。
(6)舟形町諸税を滞納していない者であること。
６．提出書類の様式等
Ａ４版フラットファイルに左綴じ、表紙と背表紙に『競争入札参加資格審査申請書(建設工事)、(測量コンサル)、(物品役務)及び商号又は名称』を記入して下さい。
ファイルの色は、建設工事（水色）、測量・建設コンサルタント等（緑(黄緑)色）、物品・役務（桃色）とします。ファイルの色間違いにご注意下さい。
なお、フラットファイルのとじ具は、金属製以外のものを使用して下さい。
７．提出書類　  別表１～３で必ず提出は◎、該当する場合に提出は○、提出不要は×
　　　　　　  ＊提出書類は別表１～３の記載の番号順に閉じること。なお、申請代理の
委任状については書類の一番上に閉じてください。
８．提出部数    各１部
９．受付及び問い合わせ先
舟形町役場総務課管財係（役場本庁舎２階）
〒999-4601  山形県最上郡舟形町舟形263番地
TEL　0233-32-2111(内線242)　FAX　0233-32-2117 
10．変更届の提出
    入札参加資格審査申請書の受理後、下記の事項に変更があった場合は、速やかに変更届
を提出して下さい。添付書類については、競争入札参加資格申請変更届提出書類一覧（山
形県様式の県外業者区分参照）を確認のうえ、必要な書類を提出願います。
(1)　商号又は名称
    (2)　代表者氏名・役職名
(3)　受任者氏名・役職名
    (4)　本社（又は受任者）の所在地・郵便番号及び電話番号
    (5)　届出印鑑（実印・使用印鑑）
(6)　新しい経営事項審査を受けた場合
(7)  建設業許可の更新
(8)  建設業の廃業（一部廃業を含む）・建設業許可の取消
11．その他留意事項
いずれの場合においても申請書類の返却は致しません。なお、申請書類に不備があり申請書を受理できない場合においては、当方で受付期間中は一時的に保管のうえ、受付期間満了後処分させていただきます。また、申請の取り下げの申し出があった場合等も同様としますので、予めご了承願います。
12．追加受付等
新設等事業所における新規申請や当該競争入札の参加者として適当な者が有資格者名簿
に登載されていない場合には追加受付を行いますが、有効期間はいずれも有資格者名簿
登載日から令和7年3月31日までとします。なお、申請書の追加受付期間は、令和5年5月
1日から随時受付の予定です。(なお、受付期間の終了時期は未定です。)
(1)建設工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別表１
	     
	提　出　書　類　名
	町内業者
	県内業者
	県外業者
	備　　考
	

	
	1.競争入札参加資格審査申請書
（建設工事）
	◎
	◎
	◎
	
	

	
	2.経営事項審査結果通知書（写）
	◎
	◎
	◎
	申請時に有効かつ最新のもの(*審査基準日より1年7カ月有効)。審査を受けていない場合は営業許可書の写しを提出。
	

	
	3.工事経歴書
	◎
	◎
	◎
	直近決算２期分。
	

	
	4.営業所一覧表
	×
	◎
	◎
	本店及び取引をする事務所のみで構いません。
	

	
	5.技術職員名簿
	◎
	◎
	◎
	
	

	
	6.印鑑証明書（原本）
	◎
	◎
	◎
	提出日より３ヶ月以内に発行されたもの。
	

	          
	7.納税証明書（写）
＊未納の税額がないことの証明書で可。
	◎
	◎
	◎
	法人の場合は、法人税・消費税及び地方消費税(３の３)

個人の場合は、申告所得税・復興特別所得税、消費税及び地方消費税(３の２)
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	8.委任状（原本）
	×
	○
	○
	本社からの直接の委任状の
み受付。
受付。
	

	
	9.使用印鑑届（原本）
	○
	○
	○
	契約等で実印と異なる印鑑を使用する場合に提出
（任意様式）
	

	
	10.暴力団排除に関する誓約書
	◎
	◎
	◎
	
	

	
	委任状（代理申請用）
	○
	○
	○
	行政書士に申請を依頼する場合に提出。
	


※できる限り、町のホームページ掲載の様式を使用してください。なお、その他の様式を使用しても当方が必要とする情報が得られる場合には受付可とします。
　納税証明書の提出について、確定申告を行っていない方で税務署が発行する証明書を添付できない場合は、舟形町諸税等の納税証明書を添付してください。また、新型コロナウイルス感染症の影響により、納税の『特例猶予』が認められている方は、所管の税務署が発出した猶予許可通知書の写し等を添付してください。なお、税務署では国税に関する電子納税証明書（PDF）の発行を行っております。詳細は、国税庁ホームページhttps://www.nta.go.jp/でこ確認ください。
 (2)測量・建設コンサルタント等　　　　　　　　　　　　　　　　　別表２
	
	提　出　書　類　名
	町内業者
	県内業者
	県外業者
	備　　考
	

	
	1.競争入札参加資格審査申請書
（測量・建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ等）
	◎
	◎
	◎
	
	

	
	2.営業に関し、法律上必要とする登録の
通知書又は証明書（写）
	○
	○
	○
	
	

	
	3.測量等実績調書
	◎
	◎
	◎
	直近決算２期分
	

	
	4.営業所一覧表
	×
	◎
	◎
	本店及び取引をする事務所のみで構いません。
	

	
	5.技術者経歴書
	◎
	◎
	◎
	
	

	
	6.商業登記簿謄本（法人）・身分証明書（個人）　＊（写）
	○
	○
	○
	提出日より３ヶ月以内に発行されたもの。
	

	
	7.納税証明書（写）
＊未納の税額がないことの証明書で可。
	◎
	◎
	◎
	法人の場合は、法人税・消費税及び地方消費税(３の３)
個人の場合は、申告所得税・復興特別所得税、消費税及び地方消費税(３の２)
	

	
	8.印鑑証明書（原本）
	◎
	◎
	◎
	提出日より３ヶ月以内に発行されたもの。
	

	
	9.委任状（原本）
	×
	○
	○
	本社からの直接の委任状のみ受付。
	

	
	10.使用印鑑届（原本） 
	○
	○
	○
	契約等で実印と異なる印鑑を使用する場合に提出
	

	
	11.暴力団排除に関する誓約書
	◎
	◎
	◎
	
	

	
	委任状（代理申請用）
	○
	○
	○
	行政書士に申請を依頼する場合に提出。
	


※できる限り、町のホームページ掲載の様式を使用してください。なお、その他の様式を使用しても当方が必要とする情報が得られる場合には受付可とします。
　納税証明書の提出について、確定申告を行っていない方で税務署が発行する証明書を添付できない場合は、舟形町諸税等に係る納税証明書を添付してください。また、新型コロナウイルス感染症の影響により、納税の『特例猶予』が認められている方は、所管の税務署が発出した猶予許可通知書の写し等を添付してください。なお、税務署では国税に関する電子納税証明書（PDF）の発行を行っております。詳細は、国税庁ホームページhttps://www.nta.go.jp/でこ確認ください。
(3)物品及び役務の調達　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別表３
	
	提　出　書　類　名
	町内業者
	県内業者
	県外業者
	備　　考
	

	
	1.競争入札参加資格審査申請書
（物品・役務）
	◎
	◎
	◎
	様式1号.2号どちらも提出要。様式2号で該当する業種分類の掲載が無い場合、その他に〇をつけ、（ ）内に具体的な品目名称等を記入。
	

	
	2.商業登記簿謄本（法人）・身分証明書（個人）　＊（写）
	○
	○
	○
	提出日より３ヶ月以内に発行されたもの。
	

	
	3.営業に関する許可・認可証等（写）
	○
	○
	○
	
	

	
	4.納入等実績調書
	◎
	◎
	◎
	直近決算１期分。

	

	
	5.営業所一覧表
	×
	◎
	◎
	本店及び取引をする事務所のみで構いません。
	

	
	6.納税証明書（写）
＊未納の税額がないことの証明書で可。
	◎
	◎
	◎
	法人の場合は、法人税・消費税及び地方消費税(３の３)

個人の場合は、申告所得税・復興特別所得税、消費税及び地方消費税(３の２)
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	7.印鑑証明書（原本）
	◎
	◎
	◎
	提出日より３ヶ月以内に発行されたもの。
	

	
	8.委任状（原本）
	×
	○
	○
	本社からの直接の委任状のみ受付。
	

	
	9.使用印鑑届（原本）
	○
	○
	○
	契約等で実印と異なる印鑑を使用する場合に提出

	

	
	10.暴力団排除に関する誓約書
	◎
	◎
	◎
	
	

	
	委任状（代理申請用）
	○
	○
	○
	行政書士に申請を依頼する場合に提出。
	


※できる限り、町のホームページ掲載の様式を使用してください。なお、その他の様式を使用しても当方が必要とする情報が得られる場合には受付可とします。
納税証明書の提出について、確定申告を行っていない方で税務署が発行する証明書を添付できない場合は、舟形町諸税等に係る納税証明書を添付してください。また、新型コロナウイルス感染症の影響により、納税の『特例猶予』が認められている方は、所管の税務署が発出した猶予許可通知書の写し等を添付してください。なお、税務署では国税に関する電子納税証明書（PDF）の発行を行っております。詳細は、国税庁ホームページhttps://www.nta.go.jp/でご確認ください。
